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Ⅹ お わ り に



























⚓） 廣瀬健二「少年法制の展望―成人年齢・他機関連携を中心として―」ケース研究 330 号
（2017 年）117 頁参照。
⚔） その調査報告として，廣瀬健二「海外少年司法制度―英，米，独，仏を中心に―」家庭裁判
月報 48 巻 10 号（1996 年）⚑頁以下，浜井一夫 =廣瀬健二 =波床昌則 =河原俊也『少年事件の
処理に関する実務上の諸問題―否認事件を中心として―』司法研究報告書 48 輯⚒号（1997 年）
8-113 頁参照。
⚕） 私は，この点に着目して，北欧の少年法制を「福祉手続型」（廣瀬健二編著『少年事件重要
判決 50 選』（2010 年，立花書房）⚓頁，廣瀬健二「外国少年司法事情⚑ 序説 少年法制の概
観」家庭の法と裁判⚖号（2016 年）152 頁，同「少年法の基礎―我が国の特徴と年齢の規制」






















概要」吉開多一 =小西暁和編『刑事政策の新たな潮流』（2019 年，成文堂）315 頁以下があり，
本稿は，これに加筆・補正を加えたものである。
⚘） 注目すべきものとして，坂田仁「スウェーデンの制裁制度・2015 年」法学研究 88 巻 12 号
（2015 年）59 頁，同「スウェーデン刑法における制裁の量定」人間科学論究 20 号（2012 年）
49 頁，同「スウェーデンの統治組織法の改正（2010 年）について」法学研究 85 巻 11 号（2012
年）89 頁，同「スウェーデン『拘禁法』の制定について」法学研究 84 巻⚙号（2011 年）419
頁，同「スウェーデンの矯正保護組織の変更」犯罪と非行 151 号（2007 年）142 頁，同「スウ
ェーデンの制裁制度」犯罪と非行 141 号（2004 年）123 頁，同「スウェーデン」宮澤浩一 =藤
本哲也『講義刑事政策』（1984 年，青林書院）28 頁，坂田仁「スウェーデンの社会福祉新立法」
家庭裁判月報 33 巻 11 号（1981 年）157 頁，同「スウェーデン王国における少年犯罪に関する
人格調査について」家庭裁判月報 26 巻⚔号（1974 年）129 頁，同「スウェーデンの児童福祉法




概説』（1995 年，信山社），藤原尚子「スウェーデン」法務総合研究所研究部報告 44 号（2011
年）59 頁，最高裁判所事務総局刑事局『陪審・参審制度 スウェーデン編』（2002 年，司法協
会），鮎川潤「スウェーデン犯罪防止委員会」犯罪と非行 120 号（1999 年）229 頁，伊藤広史
「海外の矯正事情（第⚕回）スウェーデン」刑政 108 巻⚕号（1997 年）88 頁，シャスティン・
ニルソン「スウェーデンの更生保護制度」犯罪と非行 109 号（1996 年）130 頁，トーマス・エ
クボン「スウェーデンにおける犯罪と矯正制度の現況」犯罪と非行 106 号（1995 年）100 頁，
野坂明宏「スウェーデン及びイギリスにおける更生保護見聞録」同号 167 頁，花島政三郎「ス
ウェーデンの青少年保護施設を訪ねて」犯罪と非行 104 号（1995 年）137 頁，澤田健一「スウ
ェーデンの矯正の現状」犯罪と非行 98 号（1993 年）61 頁，高木俊治「スウェーデンとイギリ
スの矯正施設」刑政 101 巻⚕号（1990 年）40 頁，細井洋子「スウェーデンの青少年問題Ⅳ」犯
罪と非行 51 号（1982 年）149 頁，小澤禧一「スウェーデンの矯正保護」更生保護と犯罪予防
59 号（1980 年）⚑頁，D・A・ワード「スエーデンおよびデンマークにおける行刑改革と収容




童虐待への対応―2009・2010 年現地調査の概要―」琉大法学 86 号（2011 年）97 頁などがあ
る。









一部報告」刑政 126 巻⚑号（2015 年）16 頁，同「外国少年司法事情⚒ ヨーロッパ諸国の概観
と北欧(1)」家庭の法と裁判⚗号（2016 年）95 頁，同「外国少年司法事情⚓ 北欧(2) スウェ
ーデン」家庭の法と裁判⚘号（2017 年）147 頁，同「外国少年司法事情⚔ 北欧(3) スウェー
デンの刑事司法制度」家庭の法と裁判 10 号（2017 年）130 頁，同「外国少年司法事情⚕ 北欧
(4) スウェーデンの刑罰（制裁）に対する若年者の特則」家庭の法と裁判 11 号（2017 年）
131 頁，同「外国少年司法事情⚖ 北欧(5) スウェーデンの刑事手続・処分の若年者に対する
特則」家庭の法と裁判 12 号（2018 年）114 頁，同「外国少年司法事情⚗ 北欧(6) スウェー
デンの少年保護法制―LVU 法（その⚑）」家庭の法と裁判 13 号（2018 年）96 頁，同「外国少
年司法事情⚘ 北欧(7) スウェーデンの少年保護法制―LVU 法（その⚒）」家庭の法と裁判
14 号（2018 年）97 頁，同「外国少年司法事情⚙ 北欧(8) スウェーデンの少年保護法制―社
会事業法（SOL 法）（その⚑）」家庭の法と裁判 15 号（2018 年）139 頁，同「外国少年司法事
情 10 北欧(9) スウェーデンの少年保護法制―社会事業法（SOL 法）（その⚒）」家庭の法と
裁判 16 号（2018 年）147 頁，同「外国少年司法事情 11 北欧(10) スウェーデンの少年保護
法制ー社会事業法（SOL 法）（その⚓）」家庭の法と裁判 17 号（2018 年）146 頁，同「外国少
年司法事情 12 北欧(11) スウェーデンの少年保護法制―社会事業法（SOL法）（その⚔）」家
庭の法と裁判 18 号（2019 年）140 頁，同「外国少年司法事情 13 北欧(12) スウェーデンの
少年保護法制―触法少年の特則等」家庭の法と裁判 19 号（2019 年）128 頁，同「外国少年司法
事情 14 北欧(13) スウェーデンの少年保護法制―閉鎖的少年保護の枠組み」家庭の法と裁判
20 号（2019 年）96 頁，同「外国少年司法事情 15 北欧(14) スウェーデンの少年保護法制―
閉鎖的少年保護・若年者特別家庭施設の実情」家庭の法と裁判 21 号（2019 年）143 頁，同「外
国少年司法事情 16 北欧(15) スウェーデンの少年保護法制―人格調査の概要」家庭の法と裁
判 22 号（2019 年）157 頁，同「外国少年司法事情 17 北欧(16) スウェーデンの少年保護法
制―社会事業局の活動」家庭の法と裁判 23 号（2019 年）143 頁，同「外国少年司法事情 18
北欧（17） スウェーデンの少年保護法制―社会事務局の活動（その⚒）」家庭の法と裁判 24 号
（2020）121 頁，同「スウェーデンの少年保護法制―社会事業法を中心に―」立教法務研究 12
号（2019 年）89 頁，廣瀬健二 =十河隼人「スウェーデンの少年保護法制―若年者保護特別法を
中心にして」立教法務研究 11 号（2018 年）45 頁などがある。なお，研究分担者によるものと
しては，松澤伸「スウェーデンにおける刑罰の正当化根拠と量刑論―いわゆる「均衡原理」の


























10） 例えば，スウェーデンでは 1962 年の刑法改正で責任能力に関する規定を全廃しており，刑
法典には制裁と保護が規定されている（坂田・前掲注⚘）「スウェーデンの制裁制度・2015 年」
60 頁，同「スウェーデンの制裁制度」139 頁参照）。各国の面積・人口は，スウェーデンが約
45 万平方キロメートル（日本の約 1.2 倍）・約 1012 万人（2017 年 12 月），ノルウェーが約
38.6 万平方キロメートル（日本とほぼ同じ）・約 526 万人（2018 年⚑月），デンマークが約 4.3
万平方キロメートル（九州とほぼ同じ）・約 578 万人（2018 年）であるが，いずれも増加傾向
にある。












































スウェーデンでは刑事成年年齢は 15 歳，成年年齢は 18 歳とされており，本
稿では，15 歳～17 歳を少年，18 歳～21 歳未満を若年者と呼ぶこととするが，
いずれも基本的に行為時の年齢が基準とされている。
Ⅲ 刑事手続の概要









13） SOL 法の正式名称は Socialtjänstlag（2001：453）であり，SOL 法と略称されており，坂田
教授は社会サービス法と訳しておられるが，私は社会事業法の語を当てている。
14） LUL 法の正式名称は Lag（1964：167）med särskilda bestämmelser om unga lagöverträ-
dare であり，本稿では「若年犯罪者特別規制法」と訳すが，LUL法と略称されている。また，

































18） SEK＝スウェーデンクローナ・⚑クローナ約 11 円（2019 年 12 月現在）。
19） 他に定額罰金，標準化罰金がある。罰金の概要について，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法
事情⚔」132 頁参照。
20）「終身拘禁の転換に関する法律」（Lag（2006：45）om omvandling av fängelse på livstid）⚓
条。坂田・前掲注⚘）「スウェーデンの制裁制度・2015 年」69 頁以下参照。
























































軽率が大きくなる。拘禁の期間では 20 歳が 4/5（⚕分の⚑減），19 歳が 2/3





























































































































































































































































































47） 訴訟手続法 23 章⚓条（捜査機関）・⚔条（捜査の原則）・⚖～14 条（関係者の尋問）・18 条
（嫌疑の通知等）・19 条（被疑者の要望による尋問等）・21～21 条 d・24 条（調書等）である。
48） 司法補佐に関しては，国選弁護人に関する規定（訴訟手続法 21 章⚕～⚘条・⚙条⚓項・10
条）が準用されている（LUL法 32 条 a 第⚒項⚒文）。
49） この通知義務は，調査に障害が生じる場合，その他特別な事情がある場合には適用除外とさ
れている（LUL法 33 条⚓項）。





































査の結果も踏まえて，専属的に対応しており，②犯行時 15 歳から 18 歳未満の
時に犯罪を犯した犯罪少年については，警察，検察，裁判所と共に対応してい
る。更に，③ 18 歳から 21 歳未満の時に犯罪を犯した若年者については，警
察，検察，裁判所の対応に相当程度関与している。

















51） SOL 法については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚙」139 頁以下，同「外国少年司
法事情 10」147 頁以下，同「外国少年司法事情 11」146 頁以下，同「外国少年司法事情 12」
140 頁以下，同「スウェーデンの少年保護法制―社会事業法を中心に―」89 頁以下参照。





























































































































（坂田仁「スウェーデンの統治組織法（試訳）」法学研究 67 巻⚘号 73 頁）。





























55） 社会権については，渋谷秀樹『憲法〔第⚒版〕』（2013 年，有斐閣）272 頁以下参照。


































立教法学 第 102 号（2020)
148
